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I. 医学および医療の水準の向上への貢献が日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会の独自
の活動を以下に留意して記載をしてください。 
a. 特に学術的に重要と考えられるもの 
1. 学術集会の開催。一般社団法人日本熱帯医学会は毎年１回の学術集会を開催している。2023 年に

はグローバルヘルス合同大会 2023(第 64 回日本熱帯医学会学術集会)を、日本国際保健医療学会、
日本渡航医学会、日本国際臨床医学会とともに４学会合同で、東京大学本郷キャンパスを会場に開
催した。2022 年には第 63 回学術集会を日本渡航医学会と合同で別府市で開催した。2021 年は、
第 63 回学術集会を仙台市で開催した。新型コロナ禍の影響もあり、オンライン方式での開催とな
った。大会では毎回、熱帯地域における寄生虫・原虫性感染症、細菌・ウイルス性感染症、疫学、
医動物学、国際保健等の演題が活発に討議されている。近年は、他学会学術集会との合同開催の機
会が増え、共同研究実施の機会となっている。 

2. 学会誌”Tropical Medicine and Health (TMH)”の発行。本学会の英文機関誌 TMH は 2023 年７月
に正式にインパクトファクター（IF）4.5（2022年）が付与された。これは Journal Citation Reports
の Tropical Medicine カテゴリー28 誌中 3 位である。今後は継続した質の管理が重要であると考
える。2022 年は原稿の投稿が 352 編あり、雑誌掲載率は 27%であった。また同年の論文ダウンロ
ード総数は 122 万回超であり、熱帯医学・感染症の領域で注目を浴びている。 

ｂ.当該領域における国際的な役割 
1. 日本熱帯医学会は、国際熱帯医学連盟（International Federation for Tropical Medicine, IFTM)の

分科会に登録され、継続的に拡大理事会に理事を出し、IFTM主催で 4 年に１回開催される「熱帯
医学とマラリアの国際会議（International Congress of Tropical Medicine and Malaria, ICTMM)」
の企画に携わった。2016 年のオーストラリアでの開催時には、学会員から多数の演題が発表され
た。2020 年のタイでの開催は COVID-19 の世界的流行のため延期されたが、多くの学会員の演題
が登録された。 

2. 2022 年に学会誌 TMH に掲載された論文の筆頭著者を出身地域別に見た場合、アフリカ 30 編
（34%）、アジア 9 編（10%）、日本 8 編（9.0%）、中近東７編（8.0%）、その他 34 編（39%）と
多地域にわたるものであった。TMHは Tropical Medicine カテゴリーにおいて、グローバルに注
目を集めており国際的な役割を十分に果たしているものと思われる。 

3. 日本熱帯医学会は、在外会員（international member）の制度を持ち、2023 年現在、29 カ国から
102 人の会員を有する。その内訳は、アジア地域 75 人（78%）、アフリカ地域 7人（7%）、南北ア
メリカ地域 8人（9%）、ヨーロッパ地域 4人（4％）。オセアニア地域 2人（2%）、その他９人であ
り、学術大会等への参加や共同研究等の実施等の活動がある。 

ｃ.活動からもたらされる社会的な意義 

1. 日本熱帯医学会は 2017年から一般社団法人化を果たし、責任ある社会的法人としての活動を展開
した。 



2. 熱帯病に対するよりよい診断法の開発・導入（フローサイトメトリー法の応用によるマラリア診断
機器の臨床試験や、LAMP 法の結核／マラリア／COVID-19 の診断にかかる臨床性能評価試験な
ど）に学会員が積極的に関わり、産官学との協働により社会実装の達成に至った。 

3. 日本熱帯医学会会員が COVID-19 パンデミック時には、厚生労働省の新型コロナウイルス感染症
対策アドバイザリーボード構成員等として国内の感染症対策にあたってきた。 

4. 日本熱帯医学会は会員として学生会員を持ち、2023 年時には会員数約 150人を数える。全国の医
学部を中心とする医療系の学生が中心となり、熱帯医学や感染症に興味を持つ学生の学習面での
プラットフォーム的な存在となっている。勉強会の開催、研究施設の見学や講義の聴講、疫学研究
現場への参画、学術集会への参加等の活動を行なっている。 

5. 日本医学会や他の学会と協働して、熱帯医学や感染症に関する要望書を作成して、関係省庁へ提出
した。 

ｄ.学会運営上留意している点 

1. 若手研究者の育成等に注力し、毎年、若手研究者を対象とした奨励賞の選考と授与を行っている。
今後、若手研究者や学生会員の意見を抽出し、学会運営に反映する仕組みの構築を行いたい。 

2. 様々な領域の熱帯医学研究者に加えて、臨床家、途上国支援関係者等、多様な背景をもつ会員を増
やしたい。 

3. 今後在外会員を実質化し、学会活動の充実にさらに貢献してもらうと同時に、在外会員向けの顕彰
制度を充実させていきたい 

4. ホームページ等を充実させ、会員プラットフォームとしての機能を高めると同時に、非会員がホー
ムページを閲覧したくなるような内容にしたい。 

Ⅱ.日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会と他の分科会との連携による活動を記載して下
さい． 

1. フローサイトメトリー法によるマラリア診断機器の感染症法での患者届け出基準変更要望書を、
日本寄生虫学会（日本医学会分科会）と日本臨床寄生虫学会（非日本医学会分科会）と連名で厚労
省へ提出し、2021年に基準が変更された。 

2. ELISA 法による赤痢アメーバ抗体検出試薬の薬事承認および保険収載に関する要望書を。日本エ
イズ学会、日本寄生虫学会、日本感染症学会と共同で、厚生労働省に提出した。 

3. グローバルヘルス合同大会 2023(第 64回日本熱帯医学会学術集会)を、日本国際保健医療学会、日
本渡航医学会、日本国際臨床医学会とともに４学会合同で、東京大学本郷キャンパスを会場に開催
した。2022 年には第 63 回学術集会を日本渡航医学会と合同で別府市で開催した。 

 


